




○添付資料の目次

１．経営成績・財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………… 2
（１）経営成績に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 2
（２）財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 3
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 3
（４）事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 3

２．経営方針 ………………………………………………………………………………………………………………… 4
（１）会社の経営の基本方針 …………………………………………………………………………………………… 4
（２）目標とする経営指標 ……………………………………………………………………………………………… 4
（３）中長期的な会社の経営戦略 ……………………………………………………………………………………… 4
（４）会社の対処すべき課題 …………………………………………………………………………………………… 4

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 4
４．財務諸表 ………………………………………………………………………………………………………………… 5
（１）貸借対照表 ………………………………………………………………………………………………………… 5
（２）損益計算書 ………………………………………………………………………………………………………… 7
（３）株主資本等変動計算書 …………………………………………………………………………………………… 8
（４）キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………………………… 9
（５）財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………………………………… 10

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 10
（重要な会計方針） ………………………………………………………………………………………………… 10
（貸借対照表関係） ………………………………………………………………………………………………… 11
（損益計算書関係） ………………………………………………………………………………………………… 11
（株主資本等変動計算書関係） …………………………………………………………………………………… 12
（キャッシュ・フロー計算書関係） ……………………………………………………………………………… 13
（金融商品関係） …………………………………………………………………………………………………… 13
（退職給付関係） …………………………………………………………………………………………………… 13
（税効果会計関係） ………………………………………………………………………………………………… 13
（持分法損益等） …………………………………………………………………………………………………… 13
（企業結合等関係） ………………………………………………………………………………………………… 13
（資産除去債務関係） ……………………………………………………………………………………………… 13
（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 13
（関連当事者情報） ………………………………………………………………………………………………… 13
（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 14
（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 14

５．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 14
（１）役員の異動 ………………………………………………………………………………………………………… 14
（２）その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 14

リーバイ・ストラウス ジャパン㈱　（9836）　平成28年11月期　決算短信（非連結）

1



１．経営成績・財政状態に関する分析

(1) 経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当期における我が国経済は、雇用、所得環境の改善がみられ、緩やかな回復基調が継続しました。しかしながら、

個人消費については、先行き不透明感から消費者マインドは改善しませんでした。 

このような事業環境のなか、当社の売上高は前期比6.1%増、７億６百万円増の123億39百万円となりました。主な

売上増加の理由は、小売店での年末年始の冬物商戦や春夏商品の立ち上がりが好調であったこと及びアウトレットで

の品揃えが奏功したことです。また、上期はこれに加えて外国人旅行者の購買にも後押しされ売上が伸長しました。 

売上の伸長に加えて収益性の高い販売ができたため、返品調整引当金戻入後の売上総利益は、前期比10.9％増、５

億63百万円増の57億34百万円となりました。 

販売費及び一般管理費は、売上増加に伴い販売費が増加したため前期比6.2％増、３億８百万円増加の52億53百万

円となりました。 

この結果、営業利益及び経常利益は、それぞれ前期比112.7％増、２億54百万円増の４億80百万円、前期比70.4％

増、２億９百万円増の５億６百万円となりました。当期純利益は、前期比194.4％増、３億16百万円増の４億79百万

円となりました。 

②次期の見通し

次期の通期予測につきましては、売上高は当期比7.0％増の132億円を見込んでいます。しかしながら、当期末にか

けてすすんだ円安傾向による海外でのコスト増及び市場の厳しい動向を予測し、営業利益及び経常利益は３億20百万

円、当期純利益は２億40百万円程度を見込んでいます。 
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(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債および純資産の状況

（資産）

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べて43百万円減少し、49億51百万円となりました。これは、

主に商品が３億97百万円、未収消費税が１億31百万円並びに繰延税金資産が１億１百万円増加しましたが、現金及

び預金が２億61百万円並びに売掛金が４億25百万円減少したことによるものです。

（負債）

当事業年度末における負債は、前事業年度末に比べて５億22百万円減少し、28億96百万円となりました。これ

は、主に買掛金が１億79百万円並びに返品調整引当金が２億48百万円減少したことによるものです。

（純資産）

 当事業年度末における純資産は、前事業年度末に比べて４億79百万円増加し、20億55百万円となりました。これ

は、主に当期純利益により利益剰余金が増加したことによるものです。

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という）は、７億71百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益４億68百万円となり、売上債権４億25百万円の減少等

による収入、返品調整引当金２億48百万円並びに仕入債務１億79百万円の減少等、たな卸資産３億97百万円並びに

未収消費税１億31百万円の増加等による支出があったため、１億７百万円の資金の支出（前期比73百万円の増加）

となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払い戻し等により２億24百万円の資金の収入（前期は85百万

円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れの返済等により78百万円の資金の支出（前期は３億24百万円

の収入）となりました。

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当

 常に業績向上を目指し、会社が将来必要とする内部留保を正しく評価留保したのち、キャッシュ・フローの許容

できる範囲内の利益を配当として株主に還元することを基本方針としています。内部留保については、設備投資

等、経営基盤の安定とその拡大に対応した利用を図っていきます。 

 なお、当事業年度の剰余金の配当につきましては、会社法に規定する分配可能額がございませんので当初の予測

どおり無配とさせて頂きます。 

 また、次期も会社法に規定する分配可能額がないことが予測されますので、引き続き配当は予定しておりませ

ん。

(4) 事業等のリスク

 当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる要因は、以下のようなものがあります。なお、当社

はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避または発生した場合の対応に努める所存です。 

なお、文中の将来に関する事項は、平成28年11月期決算短信提出日現在において当社が判断したものであります。

①当社の商品は、主としてアジア地区にある協力工場により生産しております。同地区で発生した自然災害等に

より、これら製品の一部の納期が大幅に遅れたり、状況によっては納品がキャンセルされ、売上に影響をもたらす

可能性があります。

②市場の需要を的確に予測し、適正在庫管理を行い店頭には消費者が望む商品がある状況が必要ですが、季節要

因や急激なファッションの動向の変化により在庫不足または過剰在庫が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。

③業務の効率化および健全化を図るため、返品およびその他売上調整金の大幅な軽減を推進しておりますが、そ

の過程において全体の取引量が減額する可能性があります。

④商品作りにおいて消費者を充分満足できない状況並びにそれをサポ－トすべきマ－ケティング活動がうまく機

能しない場合、売上高と利益に影響を与えます。
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２．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

  リーバイスブランドの伝統を重視しつつ、高品質かつ革新的なジーンズを主力とした魅力的なカジュアルアパレ

ル商品を市場に提供するとともに、お客様により良いサービスとショッピング環境を整え顧客満足度の向上に努め

てまいります。

・ ジーンズカジュアル市場において、リーバイスはデニムのオリジンとしてオーセンティックで付加価値の高い

商品を提供していきます。これによって、同市場でのマーケットリーダー、またプレミアムブランドとしての位

置を確保・維持向上するよう努めます。

・  ブランドの価値を最大限高めるための、適切なマーケティング活動を実践します。消費者のブランド好意度に

ついては、常にトップブランドとしてのポジションを確保し、その矜持を維持していきます。

・  リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーのグローバルネットワークを、商品の企画、生産に活用しデニム

のリーディングブランドとして業界をリードしていきます。世界各地域の関係会社との技術交換、情報交換及び

商品の共同開発を推進します。

・  生産・加工を委託するビジネスパートナーに対して、労働条件、環境保護などに関して厳格な契約条件を設定

することによって、グローバル企業としての行動基準を明確にし、それを遵守していきます。

・ 良き企業市民であることを目指し、法令の遵守はもとより社会貢献活動に力を注いでいきます。

・  会社の重大な資産である「人材」については、目標及び責任を明確にした人事評価を基に、効果的な社内教育

の実施及び組織の構築を図ります。

・ リーバイスブランドの最新情報を発信し消費者とブランドのコミュニケーションの場であるリーバイスストア

の拡大にも努力いたします。

(2) 目標とする経営指標

 目標とする経営指標としては、売上高、営業利益率並びに営業キャッシュ・フローを重視します。本物の良さのわ

かる付加価値の高い商品の開発・販売及び在庫水準の適正化のためのコントロール、販売費一般管理費の厳格な管理

を継続的に推進し、十分な売上高営業利益率を確保していきます。

(3) 中長期的な会社の経営戦略

  中長期的な経営戦略としては、リーバイ・ストラウス・アンド・カンパニーが持つグローバルな情報力及び企画

力を利用し、常に革新的な商品を市場に送り出し、各世代の幅広い消費者層の支持を確保しつつ、リーバイスブラ

ンドの価値を向上させていきます。そのため、商品開発力の更なる強化を実施し、ビジネスの基盤であるメンズボ

トムスに加えて、レディースボトムス及びメンズ、レディーストップスの商品を強化してまいります。

  「リーバイスストア」を含む小売店頭でのプレゼンテーションの改善にも、継続的に取り組んでいき、「リーバイ

スストア」の新規開設を継続していきます。

  また、消費者の購買動向及び市場動向を的確に把握し市場在庫の適正化を図ってまいります。商品の配荷につき

ましてはタイムリーな市場投入を目指し的確に行ってまいります。

  同時に、人材の有効活用及び能力開発を進めるとともに適材適所の人員配置及び適正規模の組織編成により効率

的な事業運営を行ってまいります。

こうした様々な施策を通して、収益性のある継続的な成長を目指してまいります。

(4) 会社の対処すべき課題

 第一に成長路線への転換をいかに早く確実なものにするかが課題です。近年はコアビジネスであるメンズボトムス

の最強化を最優先させるとともに、大きなポテンシャルを秘めているメンズトップス及びレディースビジネスの売上

を伸長させる取り組みにも注力してまいりました。これらメンズボトムス以外の分野につきましては更に魅力ある提

案を行うことにより事業拡大を図ってまいります。また、新規店舗開発並びに商品の需要予測の精度向上、在庫管理

の最適化を引き続き強化してまいります。主要取引先との業務提携の強化並びに投資を含めて、今後の重要課題とし

て引き続き対処していきます。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社は、国内他の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては、日本基準を適用しており

ます。
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成27年11月30日) 

当事業年度 
(平成28年11月30日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 ※１ 1,033 ※１ 771 

売掛金 1,403 977 

商品 1,759 2,157 

前払費用 28 30 

未収消費税等 247 379 

未収入金 ※２ 75 ※２ 75 

繰延税金資産 - 101 

貸倒引当金 △2 △1 

流動資産合計 4,546 4,491 

固定資産 

有形固定資産 

建物 636 694 

減価償却累計額 △401 △490 

建物（純額） 234 203 

機械及び装置 8 8 

減価償却累計額 △8 △8 

機械及び装置（純額） 0 0 

工具、器具及び備品 129 138 

減価償却累計額 △101 △109 

工具、器具及び備品（純額） 28 29 

土地 4 4 

リース資産 3 3 

減価償却累計額 △3 △3 

リース資産（純額） - - 

有形固定資産合計 267 237 

無形固定資産 

ソフトウエア 0 0 

無形固定資産合計 0 0 

投資その他の資産 

敷金及び保証金 180 201 

前払年金費用 - 20 

投資その他の資産合計 180 222 

固定資産合計 448 460 

資産合計 4,994 4,951 
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(単位：百万円) 

前事業年度 
(平成27年11月30日) 

当事業年度 
(平成28年11月30日) 

負債の部 

流動負債 

買掛金 1,364 1,184 

短期借入金 324 245 

未払金 ※２ 585 ※２ 658 

未払費用 386 313 

未払法人税等 73 96 

預り金 52 47 

返品調整引当金 343 95 

資産除去債務 - 9 

流動負債合計 3,130 2,651 

固定負債 

繰延税金負債 29 26 

退職給付引当金 53 - 

資産除去債務 206 219 

固定負債合計 288 245 

負債合計 3,418 2,896 

純資産の部 

株主資本 

資本金 5,213 5,213 

資本剰余金 

資本準備金 1,541 1,541 

資本剰余金合計 1,541 1,541 

利益剰余金 

利益準備金 1,303 1,303 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 △6,460 △5,981 

利益剰余金合計 △5,157 △4,677 

自己株式 △21 △22 

株主資本合計 1,575 2,055 

純資産合計 1,575 2,055 

負債純資産合計 4,994 4,951 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成26年12月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年11月30日) 

売上高 11,633 12,339 

売上原価    

商品期首たな卸高 2,241 1,759 

当期商品仕入高 ※３ 5,729 ※３ 6,770 

合計 7,970 8,530 

商品期末たな卸高 1,759 2,157 

商品売上原価 ※１ 6,210 ※１ 6,373 

支払ロイヤリティ ※３ 226 ※３ 480 

売上原価合計 6,437 6,853 

売上総利益 5,196 5,486 

返品調整引当金繰入額 25 - 

返品調整引当金戻入額 － 248 

差引売上総利益 5,171 5,734 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 4,945 ※２,※３ 5,253 

営業利益 226 480 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取手数料 ※３ 24 ※３ 13 

受取保険金 51 － 

為替差益 0 9 

雑収入 0 3 

営業外収益合計 77 26 

営業外費用    

支払利息 1 0 

雑損失 5 0 

営業外費用合計 6 0 

経常利益 297 506 

特別損失    

固定資産除却損 ※４ 8 ※４ 5 

減損損失 12 - 

特別退職金 37 32 

特別損失合計 58 38 

税引前当期純利益 239 468 

法人税、住民税及び事業税 54 93 

法人税等調整額 22 △103 

法人税等合計 76 △10 

当期純利益 162 479 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日） 

                (単位：百万円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

  
繰越利益
剰余金 

当期首残高 5,213 1,541 1,541 1,303 △6,623 △5,320 △21 1,413 1,413 

当期変動額                   

当期純利益         162 162   162 162 

自己株式の取得             △0 △0 △0 

当期変動額合計 － － － － 162 162 △0 162 162 

当期末残高 5,213 1,541 1,541 1,303 △6,460 △5,157 △21 1,575 1,575 

 

当事業年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日） 

                (単位：百万円) 

  株主資本 

純資産合計 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  

資本準備金 
資本剰余
金合計 利益準備金 

その他利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

  
繰越利益
剰余金 

当期首残高 5,213 1,541 1,541 1,303 △6,460 △5,157 △21 1,575 1,575 

当期変動額                   

当期純利益         479 479   479 479 

自己株式の取得             △0 △0 △0 

当期変動額合計 － － － － 479 479 △0 479 479 

当期末残高 5,213 1,541 1,541 1,303 △5,981 △4,677 △22 2,055 2,055 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前事業年度 

(自 平成26年12月１日 
 至 平成27年11月30日) 

当事業年度 
(自 平成27年12月１日 
 至 平成28年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 239 468 

減価償却費 70 112 

雑損失 5 0 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △61 △53 

前払年金費用の増減額（△は増加） - △20 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △0 

返品調整引当金の増減額（△は減少） 25 △248 

受取利息及び受取配当金 △0 △0 

受取保険金 △51 - 

支払利息 1 0 

雑収入 △0 △3 

有形固定資産除売却損益（△は益） 8 5 

減損損失 12 - 

特別退職金 37 32 

売上債権の増減額（△は増加） △147 425 

たな卸資産の増減額（△は増加） 481 △397 

前払費用の増減額（△は増加） 4 △1 

未収入金の増減額（△は増加） 11 △0 

未収消費税等の増減額（△は増加） 28 △131 

仕入債務の増減額（△は減少） △204 △179 

未払金の増減額（△は減少） △521 51 

未払費用の増減額（△は減少） 11 △72 

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少） 
18 12 

その他 6 3 

小計 △24 2 

利息及び配当金の受取額 0 0 

利息の支払額 △1 △0 

保険金の受取額 51 - 

法人税等の支払額 △34 △81 

法人税等の還付額 13 - 

預り保証金の返還による支出 △2 △4 

預り保証金の受入による収入 0 - 

特別退職金の支払額 △37 △22 

営業活動によるキャッシュ・フロー △33 △107 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 - 300 

有形固定資産の取得による支出 △51 △48 

資産除去債務の履行による支出 △15 △5 

敷金の差入による支出 △20 △21 

敷金の回収による収入 1 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー △85 224 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 324 △78 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 324 △78 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 205 38 

現金及び現金同等物の期首残高 527 732 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 732 ※１ 771 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

 商品は、先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法)により評価し

ております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物        ３年～15年

工具、器具及び備品 ２年～20年

また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

(2）無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）返品調整引当金

 返品による損失に備えるため、従来の返品発生比率ならびに季節商品販売の特性等を勘案し、当事業年

度の売上高に見込まれる返品額に対する販売利益の見積額を計上しております。

(3）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

(4）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

なお、金額の重要性を考慮し未払費用に含めて計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権・債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し換算差額は損益として処理

しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（貸借対照表関係）

※１ 担保に供している資産

 
前事業年度

（平成27年11月30日）
当事業年度

（平成28年11月30日）

現金及び預金 300百万円 -百万円

計 300 -

 上記現金及び預金は、輸入貨物取引に関連して生じる関税、消費税並びに地方消費税の延納保証の担保

に供しております。

 

※２ 関係会社に対する主な資産及び負債

 関係会社に対する資産及び負債には区分記載されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成27年11月30日）
当事業年度

（平成28年11月30日）

未収入金 14百万円 14百万円

未払金 146 202

 

（損益計算書関係）

※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下げ額

 
前事業年度 

（自 平成26年12月１日 
  至 平成27年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成27年12月１日 

  至 平成28年11月30日） 

売上原価 △19百万円 △24百万円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成26年12月１日 
  至 平成27年11月30日） 

当事業年度 
（自 平成27年12月１日 

  至 平成28年11月30日） 

(1）給与・手当 1,335百万円 1,301百万円 

(2）臨時社員給与 206 289 

(3）退職給付費用 △26 △40 

(4）広告宣伝費 528 493 

(5）減価償却費 70 112 

(6）家賃及び賃借料 803 861 

(7）支払手数料 1,226 1,403 

(8）貸倒引当金繰入額 0 △0 

 

※３ 関係会社に係る注記 

 
前事業年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当事業年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

支払ロイヤリティ 226百万円 480百万円

仕入高 0 -

ソフトウェア管理費等 113 126

受取手数料 7 4

 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

 
前事業年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当事業年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

建物 8百万円 5百万円

器具備品 0 0

計 8 5
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

発行済株式        

普通株式 28,952,000 － － 28,952,000

合計 28,952,000 － － 28,952,000

自己株式        

普通株式 22,199 400 － 22,599

合計 22,199 400 － 22,599

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

発行済株式        

普通株式 28,952,000 － － 28,952,000

合計 28,952,000 － － 28,952,000

自己株式        

普通株式 22,599 1,143 － 23,742

合計 22,599 1,143 － 23,742

（注）自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当事業年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

現金及び預金勘定 1,033百万円 771百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △300 -

現金及び現金同等物 732 771

 

（金融商品関係）

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております 

 

（退職給付関係）

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。

 

（税効果会計関係）

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。

 

（持分法損益等）

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務関係）

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自 平成26年12月１日 至 平成27年11月30日）

 当社の事業は、商品内容及び顧客の種類の類似性等から判断して、区別すべき事業セグメントの重要性が乏し

いため、報告セグメントはリーバイスジーンズ事業を中心とした単一であることから、記載を省略しておりま

す。

 

当事業年度（自 平成27年12月１日 至 平成28年11月30日）

 当社の事業は、商品内容及び顧客の種類の類似性等から判断して、区別すべき事業セグメントの重要性が乏し

いため、報告セグメントはリーバイスジーンズ事業を中心とした単一であることから、記載を省略しておりま

す。

 

（関連当事者情報）

決算短信における開示の重要性が大きくないと考えられるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当事業年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

１株当たり純資産額 54.48円 71.05円

１株当たり当期純利益金額 5.63円 16.59円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成26年12月１日
至 平成27年11月30日）

当事業年度
（自 平成27年12月１日
至 平成28年11月30日）

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益金額（百万円） 162 479

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 162 479

期中平均株式数（株） 28,929,534 28,928,732

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

５．その他

(1）品目別販売実績

品目
前期 当期

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円）

メンズボトムス 1,657千本 7,498 1,918千本 8,174

レディースボトムス 414千本 1,393 461千本 1,687 

メンズトップス 729千枚 1,923 693千枚 1,829

レディーストップス 245千枚 501 199千枚 428

その他 147千本 316 97千本 220

合計 － 11,633 － 12,339

 

（2）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動

   該当事項はありません。

 

 ② その他の役員の異動

   該当事項はありません。
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